













Four Years of Media Coverage on Fukushima :




 Four years have passed after Fukushima Daiichi Nuclear Power Plant (NNP) accident, 
now people seems to lose their interests in the situation, as if they met “the half-life of memory.” A number 
of TV documentary programs featuring the accident has decreased from 166 in 2011 to 109 in 2013. This 
study examines the pressures from the authorities upon journalists which eventually lead the public 
indifference by illustrating four cases of media coverages on issues: (1) radiation contamination, (2) “voluntary 
evacuees”, (3) effects on people and (4) investigation on the accident. 
 The first case reports that three staffs were warned by NHK after participating in NHK’s 
documentary series “Collaborating to create a radioactive fallout contamination map,” and an argument 
over the series by the NHK management committee. The second case shows that “voluntary evacuees” 
from Fukushima is not much featured on TV since it is against the government’s policy. Third, this 
report analyzes a case which a group of nuclear energy scientists and technicians submitted a protest 
to Chairman of NHK regarding a TV program on low level radiation effects. Fourth, a case of Asahi 
Shimbun’s “Yoshida Transcripts,” the journalists severely criticized and the article over the transcripts has 
been retracted.  In conclusion, the author emphasize the necessity of sustainable efforts to keep society’s 
memory of Fukushima nuclear accident despite the headwind towards journalism. 
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要　旨
　福島第一原発事故から 4 年が経ち、人々の事故への意識は「記憶の半減期」を迎えている。メディアの報
道姿勢にもそれが顕れ、2011 年度には 166 本あった原発事故関連のテレビのドキュメンタリー番組が 2013 年
度は約 3 分の 2 の 109 本に減少した。本稿では急速な意識の風化の背後にある権力による直接的、間接的「操
作」の事例を（1）放射能汚染、（2）「自主避難」、（3）人体への影響、（4）事故プロセスの検証、をテーマと
したテレビ、新聞の報道を中心に検証した。
　（1）では『ETV 特集　ネットワークでつくる放射能汚染地図』のシリーズ 6 本目放送後に 1 年 9 カ月の「空
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白」があった背景として番組スタッフが NHK から「厳重注意」となったこと、NHK 経営委員会であった番
組をめぐる議論を紹介。（2）については「自主避難」が「国の方針に背く行為」であるからか全国放送の番
組化がほとんどなされなかった事実をあげ、（3）については原子力科学者・技術者が連名で NHK 会長に送っ














































あった 2011 年度には 166 本あったが、翌 2012
年度は 113 本、2013 年度には 109 本と、初年度















































い 2012 年 1 月頃から世論のモードチェンジが企













原由美子「震災後 3 年間テレビ番組で何が伝えられたか」（NHK 放送文化研究所『年報 2015』）のデータから作成
＊ 合計は重複を省いて計算した
 
原発 放射能 エネルギー 合計＊
2011年4月～2012年3月 139 91 15 166
2012年4月～2013年3月 89 55 7 113







































送したその番組は教育テレビの土曜の夜 10 時 4）
という時間帯にも関わらず視聴者から熱烈な支













































送してきた。2011 年 6 月の第 2 弾は取材班の土
壌のサンプリング調査により東電敷地外でプルト
ニウムが発見された事実を伝え、8 月の第 3 弾で
は二本松市を舞台に食べ物などを通じて迫る放射



























がここから 2014 年 3 月に 7 本目として『ネット
ワークでつくる放射能汚染地図～福島原発事故か
ら 3 年』という、第 1 回番組の取材地で空間の放
射線量や土壌の放射能濃度の再調査を行ない、当
時出会った人たちのその後を追った番組を放送す
るまで、実に 1 年 9 カ月の間、1 本の番組も放送
されない「長い空白」が生じた。
　その理由は定かではない。ETV 特集では 2011




クールで 17 もの賞を受賞している。だが 2011
年度 13 本、2012 年度 11 本あった原発関連番組









































































































1 ミリシーベルトの 20 倍の 20 ミリシーベルト以
上を避難基準とした。これは ICRP（国際放射線
防護委員会）のガイドラインが示す緊急時の年間





















　事故後 3 年の 2014 年 3 月 8 日に放送された




































































































































































時）を筆頭にした 8 人の ICRP 日本人委員の連名
で BPO（放送倫理・番組向上機構）に提訴した。
























　それ以上に不気味なのは、2012 年 1 月に連名












































回答率は 20％を切った。（2014 年 10 月末現在で
26.9％）
　やがて 2011 年 10 月、もっとも心配される甲



















『報道ステーション』が事故から 3 周年の 2014



























































　2011 年 12 月 8 日に最初の番組『シリーズ原
発危機　メルトダウン～福島第一原発事故あのと










　その後、2012 年 7 月 31 日に『メルトダウン
Ⅱ　連鎖の真相』を放送、ベント弁が開けられず
に原子炉圧力を下げられず、注水が遅れて炉心溶
融を招いた失敗の連鎖を検証、2013 年 3 月 10
日には政府事故調査委員会の報告書発表に合わせ
て『メルトダウンⅢ　原子炉 “ 冷却 ” の死角』で
1 号機の非常用復水器が停止して最初のメルトダ
ウンが始まった背景を追求、『メルトダウンⅣ　




ざる大量放出』（2014 年 12 月 21 日）では政府

























公開した映像の中で音声のある事故後の 3 月 12






























知られた「テレビ会議映像」は 2011 年 5 月には
じめて公開を求められたが東電は応じず、1 年後
の 2012 年 6 月の定例記者会見で木村や七尾が公









































































だった吉田昌郎（2013 年 7 月死去）に対して実
施した聞き取り調査の記録である。聴き取りは













5 月 20 日付朝刊の一面トップに構えられた記事
だった。「吉田調書」を入手したことを伝える記
事で、紙面の横に張り出した見出しには「所長命



























































対応を批判するジャーナリスト池上彰氏の 9 月 2
日のコラム記事を不掲載にして、広く世論の批判










カ月後の 11 月 12 日、PRC は「記事取り消し」
は「妥当」との「見解」を報告し、「報道は（現
場作業員などの）裏づけ取材がなく、公正で正確















　たとえば産経新聞 8 月 18 日朝刊で門田隆将
は「朝日は事実を曲げてまで日本人をおとしめた































































　PRC 見解に異議を申し立てた記者会見が 11 月
17 日に東京都内であった。会見者はこれまで原
発事故情報の公開を請求してきた海渡雄一弁護士




























































































































































































あ ら が い、 福 島 の 原 発 事 故 を 伝 え 続 け る 」
『Journalism』2014 年 6 月号




3） 3 節で述べるように 2012 年 1 月に『追跡！真相
ファイル　低線量被ばく・揺らぐ国際基準』（2011
年 12 月 28 日放送）に関する抗議文が NHK 会
長に届いた。それから 2 年 10 か月後の 2014 年
9 月 11 日には朝日新聞社長が記者会見を開き、




4） ETV 特集は現在は毎週土曜日の 23 時から E テ
レで放送されている。
5） 2014 年度は 2 月 20 日までに 7 本の原発関連番
組が放送された。






ず 3 月 16 日に原発から 2.5 キロの地点まで入り、
その後も屋内退避地区への取材を続けた。







































　 　事故による放射能汚染地域を「年間 1 ミリシー






















　～チェルノブイリ法 23 年の軌跡～』（2014 年











要｛暫定版｝2014 年 12 月 31 日までの集計（福
島県 HP より）2014 年 4 月からは 2 巡目にあ
たる「本格検査」が始まったが、12 月 31 日ま
でに受診したのは 106,068 人、全体の 48.6％と
いう低率であった。だが 8 人に新たに甲状腺ガ
ンが発見され、そのうち 5 人は 1 巡目の検査で
は嚢胞も結節もない A1 判定、残り 3 人も嚢胞
20mm 以下、結節 5mm 以下の A2 判定であった。












認識の誤り」を指摘する手紙を 2015 年 2 月 1 日
付で NHK 会長に送り、同時に BPO に「審理願
い」を提出した。
17） 『NHK スペシャル 東海村臨界事故への道』（2003
年 10 月 11 日 放送　ディレクター 七沢潔、制作
統括 桜井均ほか）、七沢潔『東海村臨界事故への
道～払われなかった安全コスト』岩波書店 2005
18） ななおこう　1997 年設立の日本の IT 企業・株






















21） 例えばカリフォルニアに拠点を置く CIR（Center 
for Investigating Reporting　調査情報セン





























別報道部次長の 3 人を停職 2 週間、取材チーム
の二人（木村と宮﨑）を減給とした。
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